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2021/8/3 経済 ＊②EV動力装置を巡る主な動き
・ｼﾞｬﾄｺ＝日産系、2025年までにｅｱｸｾﾙの供給開始
・ﾏﾚﾘ＝旧日産系がｲﾀﾘｱ企業と統合、仏と中国にｅｱｸｾｽ生産工場新設
・ﾌﾞﾙｰｲｰﾈｸｻｽ＝ﾃﾞﾝｿｰ・ｱｲｼﾝ・ﾄﾖﾀが出資。ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ車向け動力装置も
・ﾎﾞﾙｸﾞﾜｰﾅｰ（米）＝旧ﾃﾞﾙﾌｧｲ買収、現代自に動力装置を納入
・ｳﾞｨﾃｽｺ・ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ（独）＝動力装置専業として独ｺﾝﾁﾈﾝﾀﾙから独立
・日本電産＝19年から中国で生産、広州汽車集団系に納入実績あり

＊ｻｰﾊﾞｰ攻撃　進む「分業」…ｼｽﾃﾑ進入口　100㌦闇取引
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「脅迫犯」が購入　被害急増
企業のﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑなどに対するｻｲﾊﾞｰ攻撃で「分業」が進んでいる。過去1年弱の間に、ｼ
ｽﾃﾑへの侵入に使うﾛｸﾞｲﾝ情報などのﾃﾞｰﾀが少なくとも900件以上売り出され、多くが100㌦
（約1万1000円）前後で取引されていた。ﾊｯｶｰなど犯罪者が購入し、ｻｲﾊﾞｰ攻撃の急増につ
ながっているとの指摘がある。
・侵入口となるﾃﾞｰﾀは「初期ｱｸｾｽ」と呼ばれ、ﾊﾟｿｺﾝを遠隔から捜査する「ﾘﾓｰﾄﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟ」
や、社外から社内ｼｽﾃﾑにつなぐVPN（仮想私設網）などへのﾛｸﾞｲﾝ認証情報が含まれる。
・漏洩した初期ｱｸｾｽはｻｲﾊﾞｰ攻撃に悪用される。企業が保有する個人情報や機密情報など
を暗号化し復元と引き換えに身代金を要求するﾗﾝｻﾑｳｴｱ（身代金要求ｼｽﾃﾑ）攻撃などで活
用されている。
・売買成立最高額が米国の行政機関のﾃﾞｰﾀで3万5千㌦だった。

＊飲み薬　日本で治験検討…ﾌｧｲｻﾞｰのｺﾛﾅ治療薬
米製薬大手ﾌｧｲｻﾞｰは新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ治療に使う飲み薬ﾀｲﾌﾟの候補物質について、臨床試験
（治験）を日本でも始める検討を始めた。入院せず自宅などで療養する患者への投与を想定
しており、実用化できればｺﾛﾅ治療候補として飲み薬と注射薬の2種類の治験を進めており、
実用化できればｺﾛﾅ治療に携わる医療機関の負荷を減らせる。軽症の感染者に投与すると
重症化するﾘｽｸを抑える効果を期待している。米ﾒﾙｸは日本法人のMSDを通じて最終段階
の治験を6月始めた。他に中外製薬、塩野義製薬も、治験中で、安全性や有効性を調べてい
る。

＊ｼｰﾉﾐｸｽのいま…「ｱﾘﾊﾞﾊﾞより重大だ」
「滴滴の一件はｱﾘﾊﾞﾊﾞより重大だ」。文書は中国当局の支持を得ないまま米国上場した滴滴
について、独占禁止法違反で3千億円の罰金を科されたｱﾘﾊﾞﾊﾞより重大な問題だと指弾す
る。関係が改善しない米国に、自国民のﾃﾞｰﾀが流出することを中国当局は強く警戒。7月30
日の党中央政治局会議は「企業の海外上場への監督制度を整備する」と決めた。習指導部
が経済の統制を加速している。
・習近平指導部が特に問題視したのは最重要行事である7月1日の共産党創立100年の直
前に「抜け駆け」のように上場したこととみられる。「陽奉陰違（表であがめ、陰で裏切る）」。
文書には指導部の怒りが滲む四字熟語が記されていた。

＊中国学習塾大手　「小・中以外」に活路…少子化対策で規制強化
　　　　　　　　　　　　　　好未来　外国語や留学支援
急成長してきた中国の学習塾が事業の選択と集中を急いでいる。習近平指導部が公表した
小中学生向け学習塾に対する新規制で、義務教育分野の収益追及が大きく制限されるため
だ。規制対象外の
分野の強化や、事業の売却などの動きが出始めた。有望分野としてきた企業などにも影響
が及ぶ。
・約1100校を運営する学習塾大手、好未来教育集団（北京市）は7月、義務教育でない外国
語学習や留学支援などの事業を強化する方針を発表した。さらに「生涯教育にも力を入れ
る」としている。＊①EV基幹装置　主導権争い…業界勢力図、一変も
　　　　　　　　　　　　　　　　車部品・ｼﾞｬﾄｺ量産、参入組・日本電産も
自動車ﾒｰｶｰがEVの心臓部の動力装置を部品会社から一括調達する動きが出てきた。動力
装置は産業ﾋﾟﾗﾐｯﾄの頂点に立つ車ﾒｰｶｰが自ら開発・製造するというｴﾝｼﾞﾝ時代の枠組みが
崩れ、ＥＶ部品にｼﾌﾄする既存の部品大手や新規参入企業の商機が膨らむ。EVが世界で普
及期に入るなか、基幹部品を軸に業界の勢力図が変わる可能性がある。
・外部調達が始まったのは、ﾓｰﾀｰやｷﾞｱを一体化した「ｅｱｸｾﾙ」。EVの航続距離や走行性能
に直結する。車大手も内製が唯一の選択肢ではなくなっている。
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＊印、新電子決済で補助金…「ｅﾙﾋﾟｰ」口座なしで公的給付
ｲﾝﾄﾞのﾓﾃﾞｨ首相は2日、補助金の支給などに使う新たな電子決済「ｅﾙﾋﾟｰ」を導入すると発
表。福祉といった用途を指定でき、銀行口座を保有していなくても携帯電話があれば利用で
きる。ｲﾝﾄﾞはこれまでも生体認証と連盟させた国民ＩＤ等の整備で電子行政を構築してきた
が、新たな決済により公的給付の効率性を高める。ﾓﾊﾞｲﾙ決済ｼｽﾃﾑを運営するｲﾝﾄﾞ決済公
社（NPCI）が、ｲﾝﾄﾞの金融当局や保険・家族福祉省と協力して開発した。
・ﾓﾃﾞｨ首相は「ｅﾙﾋﾟｰはいかにｲﾝﾄﾞが前進し、21世紀の先端技術で人々をつないでいるかの
一例だ」と述べた。導入時期は明言せず。

＊車載半導体　価格操作か…中国、容疑で販社調査
中国政府は3日、自動車に搭載する半導体の独占禁止法に違反した疑いがあるとして半導
体販売会社の調査を始めた。世界的な半導体不足により、中国で日系を含めた自動車ﾒｰ
ｶｰは調達難に陥っている。中国ﾒﾃﾞｨｱによると、従来の5倍以上に値上がりしたようだ。独禁
法管轄の市場監督管理総局によると、車載半導体を取り次いで販売する企業の調査を始め
た。企業は明らかにしていない。
・中国当局は「半導体は重要な製品であることから管理を強化し、買占めたり、暴利を得るた
めに製品を買占め値上がりを待ったりすることなどの違法行為を厳しく取り締まる」としてい
る。

＊東南ｱの脱炭素の動き
・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ＝国営電力（PLN）は石炭火力を新規に建設せず、再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの発電所に
置き換える。60年までに石炭火力の運転を停止。政府は25年までに自動車販売の20%をEV
とする方針。ﾆｯｹﾙの埋蔵量が豊富で、外資を誘致して電池の国産化をめざす。
・ﾀｲ＝温暖化ｶﾞｽ排出の実質ｾﾞﾛを実現するための基本計画を作成中。30年に自動車生産
の3割をEVにする目標。石炭発電所2基を凍結。
・ﾍﾞﾄﾅﾑ＝商工省がEVの優遇税制検討。購入時の特別消費税の減免。複合企業ﾋﾞﾝｸﾞﾙｰﾌﾟ
はEVの自社生産に乗り出す、11月販売。

＊三井物産、純利益91%増…今期、上方修正で最高　資源高が寄与
三井物産は3日、2022年3月期の連結純利益の見通しを上方修正し、商社業界で過去最高
の6400億円（前期比91%増）を見込むと発表した。鉄鉱石価格や銅価格の上昇、金属事業、
ｴﾈﾙｷﾞｰ事業の資源事業の採算が大きく改善すると修正した。
・資源事業の好調に加え、非資源分野でも東南ｱｼﾞｱで手掛ける病院・ﾍﾙｽｹｱ関連などが回
復し、生活産業事業で採算が大幅に改善。
・三菱商事の21年4～6月期決算は、前年同期比の5.1倍の1875億円。銅や鉄鉱石の価格上
昇で収益増、ﾀｲやｲﾝﾄﾞﾈｼｱで車の販売増寄与。
・丸紅は4～6月期は前年同期比93%増。鉄鉱石、銅価格の上昇が寄与。肥料や農薬などの
ｱｸﾞﾘ事業が増益。
　

＊ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ　「よろず屋」DX…ﾌﾞｶﾗﾊﾟｯｸなど　仕入れや決済代行
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾈｯﾄ通販の拠点化構想
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱで中小商店のﾃﾞｼﾞﾀﾙ化を支援する事業の競争が激化している。ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ通販大手
ﾌﾞｶﾗﾊﾟｯｸが上場で調達する資金を同事業の拡張に充て、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙのｼｰ系も参入した。将
来は普及が遅れている地方でのﾈｯﾄ通販の配送拠点にも使うなど、自社の事業ｲﾝﾌﾗとして
の活用も見込む
⦿中小商店のDX化支援を手掛ける主な企業のｻｰﾋﾞｽ内容
　・ﾌﾞｶﾗﾊﾟｯｸ、ﾄｺﾍﾟﾃﾞｨｱ➞在庫の発注・管理、電子帳簿など
　・ｼｮｯﾋﾟｰ➞ﾌﾟﾘﾍﾟｲﾄﾞ携帯電話の料金支払いの代行
　・ﾌﾞｸﾜﾙﾝ、ﾌﾞｸｶｽ➞電子帳簿ｱﾌﾟﾘ
　・ﾜﾙﾝ・ﾋﾟﾝﾀｰﾙ➞POSｼｽﾃﾑ導入、在庫発注・管理、店舗の改装

＊東南ｱ、脱炭素の動き…石炭火力停止やEV促進
東南ｱｼﾞｱ諸国のｴﾈﾙｷﾞｰ消費は急増しており、脱石炭は難しいとの見方だ。英ｼﾝｸﾀﾝｸのｶｰ
ﾎﾞﾝﾄﾗｯｶｰの報告書によると、世界の石炭火力の新設計画の8割をｱｼﾞｱが占める。中国、ｲﾝ
ﾄﾞ、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、日本の5ヵ国が特に多い。既存の石炭火力でも75%がこの5ヵ国にあ
る。
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2021/8/6 東南ｱｼﾞｱ ＊東南ｱｼﾞｱでのｺﾛﾅ急拡大を受けた各企業の対応
・ﾄﾖﾀ＝「ﾀｲとﾏﾚｰｼｱ」完成車工場が全て停止。・ﾎﾝﾀﾞ＝「ﾀｲとﾏﾚｰｼｱ」四輪車工場が一部停
止。・ﾆｺﾝ＝「ﾀｲ」工場の全従業員にPCR検査・HOYA＝「ﾀｲとﾍﾞﾄﾅﾑ」自宅待機を想定し、人
員を1～2割増・ﾏﾌﾞﾁﾓｰﾀｰ＝「ﾍﾞﾄﾅﾑ」工場で稼働縮小。・ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ＝「ｲﾝﾄﾞﾈｼｱとﾏﾚｰｼｱ」5～
6割の人員で稼働。・東芝＝「ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ」在宅勤務を徹底・ｿﾆｰ＝「ﾏﾚｰｼｱ」出社人数を減らし
て操業。・太陽電池＝「ﾏﾚｰｼｱ」工場を一時停止

＊東南ｱ供給網　ﾃﾞﾙﾀ型で寸断…各国で規制、ﾄﾖﾀは工場停止
ﾃﾞﾙﾀ型の新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽが急拡大する東南ｱｼﾞｱで、企業活動の停滞が広がる。現地の販売
減少だけではなく、日本の生産にも影響が出る。
⦿東南ｱｼﾞｱ各国の行動制限
・ﾀｲ＝ﾊﾞﾝｺｸ周辺で都市封鎖。集団感染発生の工場に閉鎖命令。
・ﾌｲﾘﾋﾟﾝ＝6日からﾏﾆﾗ首都圏で最も厳しい行動・移動制限を開始
・ﾍﾞﾄﾅﾑ＝ﾊﾉｲやﾎｰﾁﾐﾝで外出禁止。物流に支障で操業停止も
・ﾏﾚｰｼｱ＝ｸｱﾗﾙﾝﾌﾟｰﾙなどで厳格な経済活動制限。出社人数に上限
・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ＝ｼﾞｬﾜ島やﾊﾞﾘ島などで行動制限。駐在員らの退避広がる

＊商社5社、資源高で最高益…4～6月　伊藤忠など上振れ余地
総合商社の2021年4～6月期連結決算は鉄鉱石や銅などの資源高を背景に、伊藤忠や住友
商事など5社が四半期ﾍﾞｰｽで最高益となった。
⦿総合商社の連結業績（単位　億円）
　　（「4～6月実績（前年同期比増減）、22/3予想（前年同期比増減）」）
・伊藤忠「4～6月2674（2.6倍）、22/3月予想5500（37%）」、
・三井物「1912（3.1倍）、6400（91%）」、・三菱商「1875（5.1倍）、6400（91%）
・丸紅「1121（93%）、2300（2%）」、・住友商「1073（黒字）、2900（黒字）」
・豊田通「567（4.2倍）、1500（11%）」、・双日「169（7.1倍）、530（96%）」

＊ｱﾘﾊﾞﾊﾞ経済圏に綻び…独禁規制、出店企業が競合進出
　　　　　　　　　　　　　　　　　排他戦略から転換模策
中国のﾈｯﾄ通販、ｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団を当局の規制が直撃している。3日発表した、2021年4～6月期
決算は、年々規模が拡大する年間最大級の恩恵を生かせず、2ｹﾀの営業減益だ。市場で5
割超のｼｪｱを握るｱﾘﾊﾞﾊﾞに対する当局の監視の目は今後、一段と厳格化する可能性があ
る。中国を代表するﾈｯﾄ企業のﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙが揺らいでいる。

＊ﾀﾞｲｷﾝ4期ぶり最高益…換気できるｴｱｺﾝ好調「今期最終」
ﾀﾞｲｷﾝ工業は3日、2022年3月期の連結純利益が過去最高の1900億円（前期比22%増）にな
る見通しと発表した。従来予想を130億円上方修正した。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染が広がり、換気
出来る機能のついた家庭用ｴｱｺﾝ機種の販売が伸びるほか、米国などで旺盛な住宅着工も
寄与する。回復の鈍い業務用空調を補う。
・米国は主力の住宅向け全館空調が33%増と好調。欧州は在宅勤務、省ｴﾈでで57%増。中国
は個人消費の回復で46%増、ｱｼﾞｱなどは38%増。
・半導体は8月生産分まで確保。9月以降は逼迫感が強まる。また「熱交換器」で多用する銅
や鉄の価格高騰、海上物流等影響。

＊英仏独、南ｼﾅ海に艦船…対中国で米と歩調、大規模訓練も
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 東南ｱ各国、緊張を懸念
英国やﾌﾗﾝｽが今年に入り、中国が実効支配を強める南ｼﾅ海に空母など軍艦を相次ぎ派遣
している。中国の軍事拠点化の阻止を目指すﾊﾞｰﾃﾞﾝ米政権と歩調を合わせる狙い。中国が
こうした動きに反発の姿勢を強めるなか、東南ｱｼﾞｱ諸国連盟各国は緊張の高まりを懸念す
る。
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2021/8/7 社会

＊①「寝そべり族」と中国の危機
　　　　　　　　　ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ﾁｬｲﾅ･ｴﾃﾞｨﾀｰ　　ｼﾞｪｰﾑｽﾞ･ｷﾝｸﾞ氏
「中国では、政府が今日より明日の暮らしをよくする」という国民からの信頼が崩れつつあ
る。ｲﾝﾀｰﾈｯﾄから削除された「寝そべる族」の歌から問題が浮き彫りになった。
・中国政府はこれに強い危機感募らせている。中国国防相の呉謙報道官は「この激動の時
代に寝そべりながら成功を待つなどあり得ない。必死の努力こそ栄光がある、若者よ奮起せ
よ」とﾊｯﾊﾟをかけた。
・7月24日に公表した民間の学習塾に対する厳しい規制だ。中国の学習塾産業は年間1千億
㌦（約11兆円）。親に大きな費用負担を強いる。国務院が打ち出した規制は小中学生を対象
に営利目的で主要教科を教えることを禁じた。

＊在宅医療機器を増産　ﾀﾞｲｷﾝや帝人　政府方針に対応
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染が再拡大するなか、医療機器各社が自宅療養向けの機器を増産する
（政府が自宅療養を基本とする方針）。
・ﾀﾞｲｷﾝ工業は酸素吸入に使う酸素吸入に使う酸素濃縮器の生産量を2021年度に前年度比
2.5倍に増やす。増産余地に限りがある製品もあり、感染次第状況では供給難に陥る恐れが
ある。
・最大手の帝人ﾌｧｰﾏは月平均の出荷数を19年12月比、10%増とする。
・国内2位のﾌｸﾀﾞ電子も4月から酸素濃縮器を増産、ｺﾛﾅ禍前比5割増。
・酸素飽和度を測る「ﾊﾟﾙｽｵｷｼﾒｰﾀｰ」も需要が拡大、生産ｼｪｱ国内首位の日本精密測器（群
馬県）は20年12月より、5割増。

＊②
・ﾛﾝﾄﾞﾝにある英王立国際問題研究所（ﾁｬﾀﾑﾊｳｽ）の上級ﾘｻ-ﾁﾌｪﾛｰのﾕｰ･ｼﾞｪ氏は「民間の
学習塾を事実禁じた今回の規制強化策は、政府が政策の重点を中国の国民の生活の質へ
とｼﾌﾄしていく動きと一致」と分析する。中国政府がこの学習塾の問題をいかに深刻に捉えて
いるかを物語っている。
・学習塾の年間費用平均は1万2千元（約20万円）、著名な講師がいる学習塾だと年間30万
元を投じる。親の負担はこれだけではない。通勤時間帯の大渋滞に耐え、長時間労働をこな
し、ｼｯﾀｰ代も負担する。
・中国の日常生活の現実は、凄まじいGDP率を叩き出す経済大国、中国のｲﾒｰｼﾞとは違う。
大都市での生活ｺｽﾄが急上昇する一方で、可処分所得は減少傾向にある。
・中国の大半の人口は今や、住宅を購入することも難しく、教育や医療も高騰し、実質的に
は貧しくなり続けている。

＊中国、対ｱﾌｶﾞﾝ軍事演習…ｲｽﾗﾑ過激派の流入警戒
　　　　　　　　　　　　　　　　「一帯一路」に影響懸念（ﾛｼｱ軍も懸念）
中国がｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝからの米軍撤収に向けた備えを本格化している。ｱﾌｶﾞﾝのｲｽﾗﾑ過激派が
国内に流入する事態を警戒し、9日からﾛｼｱ軍と合同で対ﾃﾛの軍事演習を実施する。ｱﾌｶﾞﾝ
情勢が悪化すれば中国の広域経済圏「一帯一路」に影響しかねず、中国は対応を迫られ
る。
・ﾊﾟｷｽﾀﾝでは中国人が襲撃される事件が立て続けに起きている。7月14日には北西部で水
力発電所の建設現場に向かうﾊﾞｽが爆発し、中国人9人が死亡。28日にはｶﾗﾁで中国人の
車が襲撃される。
・王外相は「FTIMなどあらゆるﾃﾛ組織に完全一線を画す」という。ﾀﾘﾊﾞﾝは「ｱﾌｶﾞﾝ再建に大
きな役割を果たすことを期待する」と語る。
・ｱﾌｶﾞﾝ情勢の流動化によって中国の財政や人的負担が高まるのは確実で、習指導部に
取って、頭痛の種が一つ増える。

＊IT・部品、進む中国依存…15品目でｼｪｱ3割超
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　供給網見直し難しく
世界のIT・電子部品で中国依存が一段と強まっている。日経新聞が主要な製品・ｻｰﾋﾞｽの市
場ｼｪｱを調べたところ、中国企業がｼｪｱ3割超を占めた品目は液晶ﾊﾟﾈﾙや電池部材など１５
に上った。米政権が先端製品の自国生産強化を打ち出すなどしているが、中国に頼らない
供給網構築の難しさが浮き彫りになった。
・中国勢が市場ｼｪｱの3割以上占めるのはｽﾏｰﾄｽﾋﾟｰｶｰ、ｽﾏﾎ、監視ｶﾒﾗ、ﾊﾟｿｺﾝ、家庭用ｴｱ
ｺﾝ、洗濯機等15品目。13品目で中国がｼｪｱ1位だ。
・米国勢はｻｰﾊﾞｰやﾙｰﾀｰといったITの主要ｲﾝﾌﾗなど24品目で首位。
・日本勢の首位は7品目で、複写機・複合機、ﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗ。
「日本企業は不測の事態を想定したｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝを構築する必要がある」



2021/8/8 経済

2021/8/9 社会

2021/8/9 社会

2021/8/11 経済

2021/8/11 東南ｱｼﾞｱ

＊②北京、観客の有無が焦点…冬季五輪　東京の対策を参考に
北京五輪の組織委員会は東京五輪に30人余りの視察団を派遣した。
・中国ﾒﾃﾞｨｱによると、ﾎﾃﾙなどの宿泊施設で、海外から到着後の期間に応じて選手の動線
を分けた手法や緊急時の医療体制、食堂で席ごとにｱｸﾘﾙ板を設置したことなどが参考に
なった。一方で日本の防疫対策に抜け穴があるのも気づいたという。
・習国家主席は北京と河北省張家口市の五輪会場を視察した際、「北京五輪開催の成功
は、中国共産党と中国にとって重要だ」と強調。「『ｽﾎﾟｰﾂ強国』の建設は重要な目標で、五
輪を通じて冬季ｽﾎﾟｰﾂを飛躍的に発展させよう」と述べた。
・ｺﾛﾅ禍からの復活を世界に発信する場になる。出来るだけ観客をいれた形の開催が不可
欠、中国側は「観客有り」を前提として講じる。

＊ｱｼﾞｱの株価　ﾃﾞﾙﾀ型重荷…感染急増、ﾍﾞﾄﾅﾑ」4.5%安
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾜｸﾁﾝ遅れ　航空・観光業打撃
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽで感染力の強いｲﾝﾄﾞ型（ﾃﾞﾙﾀ型）の急増が、ｱｼﾞｱに株式市場に重荷となって
いる。ﾍﾞﾄﾅﾑや日本など感染再拡大が続く国では航空や観光といった銘柄を中心に株価の
下落率が大きい。一方、ﾜｸﾁﾝ接種が進捗する欧米では経済への影響が限定的とみて株価
は底堅く推移している。ﾃﾞﾙﾀ型の感染拡大を抑えられるかどうかが市場を左右する構図が
強まってきた。
・新規感染者数の伸びの大きさでは日本（7.9倍）、中国（6倍）、ﾀｲ（4.3倍）も目立つ。株価指
数は3～4%安と下落。韓国（2.3倍）１% 安。
・欧米の感染者数の伸びは米国で8倍、独で5倍と小さくないものの、株価は1～2%高と上昇
基調が続いている。

＊中国、研究者数も最多…210万人　投資54兆円、10年で2倍
中国が「科学大国世界一」の座を米国から奪おうとしている。文部科学省の研究所が10日発
表した報告書では注目度の高い論文の数で初めて首位となり、研究の量だけでなく質の面
でも急速に台頭していることを印象づけた。戦後の科学研究をﾘｰﾄﾞしてきた米国の優位が失
われつつあり、産業競争力にも影響する可能性がある。
・中国の19年の研究開発費は54.5兆円と10年間で2倍以上に増えた。研究者の数も210万人
と世界最多で18年の150万人だった米国を抜く。
・日本の衰退は一段と進み、ｲﾝﾄﾞに抜かれ、18年は10位に陥落した。2008年は5位だった。

＊①「前代未聞の状況で成功」…仏大統領　東京五輪、海外から賛否
・仏のﾏｸﾛﾝ大統領は8日夜、ﾂｲｯﾀｰで「日本の皆様、ｵﾘﾝﾋﾟｯｸの成功、おめでとうございま
す。前代未聞の状況下でしたが、皆で素晴らしい時間を過ごすことができました。世界の
人々は五輪を「必要としていた」とし、次の2024年パリ大会を成功させたい考えを示した。
・中国の国営新華社は「従来の五輪と大きく違う物に感じられたが、人類のｽﾎﾟｰﾂへの情熱
と参加者の友情と団結は決して消えることはなかった」とたたえた。
・ﾆｭｰﾖｰｸ・ﾀｲﾑｽﾞは「五輪の関係者と外部との接触を断つ『ﾊﾞﾌﾞﾙ方式』が少なくとも短期的に
は機能しているようにみえる」と評価した。

＊中国AI研究　米を逆転…論文の質・量や人材で首位
AI研究で独走していた米国を中国が追い越しつつある。研究の質を示す論文の引用実績で
2020年に中国が米国を初めて逆転した。AIは幅広い産業に組み込まれ、国家の競争力や
安全保障をも左右する。米国の危機感は強く「AI覇権」を巡る米中の攻防が激化する。
・AI関連の学会ではなお米国の企業や大学の存在感が大きいものの、個人に焦点を充てる
と中国の底力が浮かび上がる。AIの国際会議「NeurIPS」の発表状況（19年）をみると中国出
身者が29%、米国が20%。
・音声合成の国際協議会で14年連続優勝の実績を持つ科大訊飛（ｱｲﾌﾗｲﾃｯｸ）など企業の
技術力が高い。人口減を見据えて「労働力の不足を補う形でAIの活用を考えている」（伊藤
忠総研の趙主任）指摘。
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2021/8/11 経済
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＊中国政府趙達、国産を優先…医療機器など315品目・対中輸出影響
中国が政府調達で外国製品の排除を進めている。地方政府への内部通知で医療や海洋、
地質調査などに使う機器315品目の購入で国産品を購入するよう指示を出した。製品を輸入
す外資企業に中国国内での生産を促す狙いもあり、各社の中国事業に大きな影響を与えそ
うだ。
⦿中国政府が国産調達を指導した主な製品（「」内は調達率、Sはｼｽﾃﾑ）
・医療＝磁気共鳴画像装置（MRI）「100%」、ﾃﾞｼﾞﾀﾙX線撮影S「100%」、陽電子放射断層撮影
装置（PET）「100%」、PCR装置「100、50、25%」、血液透析装置「75、50%」。・海洋・地質＝海
洋水深測量装置、海底地層捜査設備地質探査S、気象観測機器「いずれも100%」。・ﾚｰﾀﾞｰ・
無線＝航空用小型音声通信S「100%」、地下設備探測ﾚｰﾀﾞｰS「100%」、航空管制ﾚｰﾀﾞｰS
「75%」。・光学機器＝顕微鏡「100%」

＊中国新車販売、11.9%減…7月、3ヵ月連続ﾏｲﾅｽ
中国汽車工業協会は11日、7月の新車販売台数が前年同月比11.9%減の186万4千台だっ
た。3ヵ月連続で前年実績を割った。数か月は続く。汽車工業協会の幹部は「ﾏﾚｰｼｱなど新
型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染が拡大し、ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝに影響を受けている」と説明した。

＊ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ　ｵｰﾅｰ経営に綻び…ﾊｲﾌﾗｯｸｽなど不祥事頻発
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　取引所があ監督強化
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙで創業者やその親族が強い権限を持つｵｰﾅｰ系企業の不祥事が相次いでいる。
28億ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ㌦（約2280億円）の負債を抱えて破綻した水処理のﾊｲﾌﾗｯｸｽなどで清算が続
き、当局の操作など
を受けている。同国は企業統治（ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ）で一定の評価を得てきたが、権限が集中している
企業の監督機能などに課題を残す。
・会計企業庁は、非上場企業に財務報告を義務付けることを検討。ｱｼﾞｱの国際ﾋﾞｼﾞﾈｽ都市
として相応しいｶﾞﾊﾞﾅﾝｽを実現できるかが問われる。

＊中国、住宅投機締め付け…中古価格に直接介入
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　購入に資格制も　「3年で秩序改善」
中国当局がﾏﾝｼｮﾝ取引の規制を強める。主要都市で住宅購入に資格制を設けたり、中古物
件の売買価格に当局が介入したりしている。不動産高騰への社会の不満が強い為で、今後
3年で投機や違法取引を抑え込む方針だ。
⦿不動産取引をめぐる最近の規制策
❶中古ﾏﾝｼｮﾝの参考価格を作り、事実上の価格統制❷審査を通った有資格者のみﾏﾝｼｮﾝ
購入を許可❸購入制限の抜け道となっていた、見かけ上の増与を規制❹住宅ﾛｰﾝや不動産
会社への融資を総量
規制❺企業の運転資金や消費者ﾛｰﾝの転用による不動産購入を監視❻価格が高騰しやす
い名門校周辺のﾏﾝｼｮﾝ取引を監視

＊ｽｰﾊﾟｰ再生へ　ﾀｲCP流改革…ｽﾏﾎかざし購入　商品は発送
                                              ﾈｯﾄと店舗を融合
2020年に英ｽｰﾊﾟｰ最大手ﾃｽｺの東南ｱｼﾞｱ事業を1兆円超で買収したﾀｲ財閥、ﾁｬﾛﾝ・ﾎﾟｶﾊﾟﾝ
（CP)ｸﾞﾙｰﾌﾟが店舗改革を急いでいる。22年末までに全店の名称を「ﾛｰﾀｽ」に統一し、売り場
のﾃﾞｼﾞﾀﾙ化を最大の売り物にする。食品製造やｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ運営といったｸﾞﾙｰﾌﾟの総合力
も生かす「CP流」で消費者を開拓する。
・1兆円強で買収・・ﾀｲを震源地に東南ｱｼﾞｱを揺さぶった1997年の通貨危機でCPは経営難
に陥り独自に展開していたｽｰﾊﾟｰ「ﾛｰﾀｽ」を手放した。ﾀﾆﾝ上級会長は事あるごとに「ﾃｽｺ・
ﾛｰﾀｽは私の子供」。ﾃｽｺが東南ｱｼﾞｱ事業の売却方針を示すと、手を上げ、ｾﾝﾄﾗﾙ・ｸﾞﾙｰﾌﾟに
約105億㌦超（約1兆1千億円）で競り勝ちした。

＊背水ﾌｧｰｳｪｲ、R&D集中…党との距離感には苦心
　　　　　　　　　　　　　　　　「米制裁、利益率半減」「研究費9倍に増額」
中国の通信機器最大手、華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）が生き残りへ向けて背水の陣をしく。米中対
立のあおりで半導体などの調達を厳しく制限されるなか、足元の研究開発費を10年前の約9
倍まで引き上げた。米制裁の影響で主力のｽﾏﾎ事業は世界上位5社の圏外に転落したが、
研究開発（R&D）の力を高めてAIや自動車関連など新分野を育成し、事業ﾓﾃﾞﾙの大転換を
もくろむ。
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＊ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池代替…ｷｬﾊﾟｼﾀｰ「数十秒でﾌﾙ充電」
数十秒足らずでﾌﾙ充電でき、充放電を数百回しても劣化しないとされるｷｬﾊﾟｼﾀｰに注目が
集まっている。新素材の開発などにより、蓄えられるｴﾈﾙｷﾞｰ量（ｴﾈﾙｷﾞｰ密度）が向上。安全
性や廃棄時の環境汚染が懸念されているﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池を一部代替出来ると期待されてい
る。
・米ﾃｽﾗのｲｰﾏﾝ・ﾏｽｸCEOはかってEVが将来はｷｬﾊﾟｼﾀｰで動くと予言。
・平常時は電池で走り、加速時や坂を上る際は大出力のｷｬﾊﾟｼﾀｰで走るといった使い方が
考えられる。
・中国や仏などではｷｬﾊﾟｼﾀｰで走るﾊﾞｽや路面電車が運行

＊ｲﾝﾄﾞ各州、人口抑制策…雇用や必需品、不足の恐れ
　　　　　　　　　　　　　　　　　 「子供2人以下」優遇検討
ｲﾝﾄﾞ各州が人工抑制策を検討し始めた。同国の総人口は14億人弱で、世界一の中国に迫
る。増加ﾍﾟｰｽに雇用創出、電力や食料など必需品の供給が追いつかない可能性があるた
めだ。1世帯の子供を2人以下に抑えるのが目的で、補助金支給など優遇措置の導入を検
討する。人口の多さは国力の一要素だが、ﾓﾃﾞｨ首相も膨張が成長を損なう事態を危惧して
いた。各州の動きを支持しているとの見方もある。

＊中国通信2社、上海上場へ…中国移動と中国電信、1,7兆円調達
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 米規制強まり本土回帰
中国の国有通信会社による「本土回帰」の傾向が強まってきた。5月に米国の証券取引所の
上場廃止が決まった大手2社は近く上海証券取引所に上場する方針で、試算を含む資本調
達の見込み額は1.7兆円規模に達する。事業戦略面でも国内重視が鮮明だ。かってはｸﾞﾛｰ
ﾊﾞﾙ化を志向していたが、米中の対立や規制を背景に海外展開はしばらく停滞することにな
る。

＊台湾IT6%増収…7月、主要19社　9ヵ月ぶり低成長
米ｱｯﾌﾟﾙなどに大量に製品を供給する台湾企業の勢いが大きく鈍ってきた。半導体と液晶ﾊﾟ
ﾈﾙの不足が顕著で、需要があるにもかかわらず、製品を大量に作れない状況にある。台湾
IT19社の7月の売上高合計は前年同月比6%増に留まった。9ヵ月ぶりの低成長で鈍化が鮮
明だ。
・昨年11月から繁忙を極め、今年6月までは10～90%の2桁の増収が続いたが部品不足など
の影響で生産が滞った。

＊中国CATL、1兆円増資…EV電池工場を新増設
中国の車載電池最大手、寧徳時代新能源科技（CATL）は最大で582億元（約1兆円）の増資
を実施すると発表した。2020年以降、合計1000億元規模の増産投資の計画を公表済みで、
今回の増資で調達する資金で充当する。EV向け電池の需要急増に対応し、韓国LG化学な
どの競合を引き離しにかかる。

＊中国版GPS、自国車搭載…政府推奨、米製品を回避
中国政府は12日、自動車ﾒｰｶｰなどに自動運転車のﾃﾞｰﾀ管理の強化を求める通知を出し
た.。車両の位置情報を得る衛星測位ｼｽﾃﾑとして、中国独自の「北斗」の搭載を推奨した。
米国の全地球測位ｼｽﾃﾑ（GPS）の採用を回避する。
・自動車産業を統括する工業情報化省が出した通知では、測位衛星で車両の位置を把握す
る機能として、信頼性の高い「北斗」を推奨した。多くの車両がGPSを搭載しているため、推
奨にとどめた。

＊食品値上げ、家計に重荷…企業収益、圧迫要因に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ｻﾗﾀﾞ油やﾊﾟｽﾀ、原料高
⦿様々な食品価格が上昇（改定時期➚改定幅、主な理由）
　　・ﾊﾟｽﾀ・ﾊﾟｽﾀｿｰｽ（7月、9月➚2～8%）米国の天候不順
　　・食用油（8月➚1㌔50円以上）米国やｶﾅﾀﾞの天候不順
　　・ﾏﾖﾈｰｽﾞ（7月➚1～10%）食用油など原料の高騰
　　・砂糖（卸値）（3月、6月➚6%）ﾌﾞﾗｼﾞﾙの天候不順
　　・ﾚｷﾞｭﾗｰｺｰﾋｰ（9～10月➚20%）ﾌﾞﾗｼﾞﾙの天候不順
　　・そば粉（3月。4月➚1㌔70円以上）中国で大豆などに転作
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1$=109.32

指導部 ＊重要ｲﾝﾌﾗ情報保護…中国、9月に施行　ﾃﾞｰﾀ統制強化
通信など重要ｲﾝﾌﾗ施設のﾃﾞｰﾀ保護を目的とした条例を9月1日に施行。中国が施行するの
は「重要ｲﾝﾌﾗ施設安全保護条例」。2017年に施行したｻｲﾊﾞｰ空間の統制強化を狙ったｲﾝﾀｰ
ﾈｯﾄ安全法（ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘｨﾃｨ法）に基づくもので重要ｲﾝﾌﾗから情報の漏洩を防ぐために詳細
な対応を求める内容だ。
・重要なｲﾝﾌﾗとして、通信、上方ｻｰﾋﾞｽ、ｴﾈﾙｷﾞｰ、交通、水資源、金融、公共ｻｰﾋﾞｽ、電子政
府ｻｰﾋﾞｽなどを挙げた。国家の安全や国民の生活に危害を及ぼす恐れがあるとして、対策
することを求める。

＊中国、教育分野の統制強化…「習近平思想」小中高必修に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　上海、小学生の英語試験禁止
中国の習近平指導部が教育分野の監督を強めている。上海市は9月の新学期から小学生
の期末試験で、これまで実施していた英語の試験を除外する。試験の回数も減らす。学生の
負担を軽減するためというが、同時に「習近平思想」を必修にして思想教育は徹底する。米
国との対立長期化をにらみ、子供に強い愛党精神をを植え付ける。
・7月には学習塾の新規開業の認可を中止し、既存の学習塾は非営利団体として登記すると
公表。今後は学費も政府が基準額を示して管理する方針だ。学習塾の株式上場による資金
調達を禁止する。

＊中国不動産に淘汰の波…ｵﾌｨｽ空室率、ｺﾛﾅ高止まり
　　　　　　「SOHO中国　近く身売り」「緑地控肢集団　住宅にｼﾌﾄ」
中国で、ｵﾌｨｽ空室率が高止まりしている。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ流行後に事務所を移転・縮小する
企業が増え、経営者のｺｽﾄ意識が続く。市況悪化で不動産開発中堅のSOHO中国は米投資
ﾌｧﾝﾄﾞへの身売り方針を決めた。大手の緑地控肢集団は住宅産業へのｼﾌﾄを急ぐ。
・政府は超高層ﾋﾞﾙの建設を禁止するなどﾊﾞﾌﾞﾙを警戒するが、不動産会社の淘汰が進む可
能性がある。表向きは一部品質の問題あるとしているが、空き室率の高まりを招いていると
の事。

＊東南ｱ新車販売36%増（1～6月）…ﾀｲ、通年予測下げ
東南ｱｼﾞｱ主要6ヵ国の2021年1～6月の新車販売台数は、前年同期比36%増の133万台だっ
た。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染が広がる前の19年1～6月比では21%少ない。足元では変異型ｳｲ
ﾙｽが猛威を振るっており、ﾀｲやﾏﾚｰｼｱは21年通年の見通しを下方修正した。6月単月は前
月比9%減。4月以降、前月比ﾏｲﾅｽは3ヵ月連続。
・ﾏﾚｰｼｱは6月は同96%減、月初から全土でﾛｯｸﾀﾞｳﾝ、営業禁止。7月以降も厳しい。ﾀｲは6月
に前月比で3ヵ月ぶりの増加。7月中旬からﾊﾞﾝｺｸなどで都市封鎖が実施された。

＊豪の石炭権益　縮小…住友商事、脱炭素を加速
脱炭素流れが加速する中、石炭資産から撤退する企業が相次ぐ。住商は30年に持ち分生
産量ｾﾞﾛを目指す方針を掲げた。
⦿世界で石炭関連資産の売却が進む
　・住友商事＝豪北東部の発電用石炭鉱山「ﾛﾚｽﾄﾝ炭鉱」の権益をｽｲｽ
　　　　　　　　　　資源商社に売却
　・三井物産＝①ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸの炭鉱事業と関連する鉄道・港湾の権益を
　　　　　　　　　　ﾌﾞﾗｼﾞﾙ資源大手に売却②ｲﾝﾄﾞﾈｼｱのﾊﾞｲﾄﾝ石炭火力
　　　　　　　　　　発電所を22年3月期中にﾀｲの企業に売却
　・伊藤忠＝ｺﾛﾝﾋﾞｱの発電用石炭鉱山の権益を22年3月中に売却

＊東ｴﾚｸ、純利益5割増…今期上方修正　年間配当408円上げ
　　　　　　　　　　　　　　　　　国内外9社、合計で最高益
世界の半導体製造装置ﾒｰｶｰの業績が急拡大している。直近四半期では、16日発表した東
京ｴﾚｸﾄﾛﾝなど主要9社の前者が前年同期比で増益になった。合計の純利益は過去最高だ。
半導体需要が急増するなか、半導体製造の高性能化なども重なり、顧客の半導体ﾒｰｶｰの
投資意欲は一段と強まっている。東ｴﾚｸは同日、2022年3月期の連結利益予想と配当計画
を上方集成した。

＊ｲﾝﾄﾞ乗用車販売、7月45%増
ｲﾝﾄﾞ自動車工業会（SIAM）が発表した7月の乗用車の新車販売台数は、前年同月比45%増
の26万4千台だった。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染症拡大の影響で5月を中心に販売不振が続いて
いたが足元では回復傾向だ。6月比では14%増で、新型ｺﾛﾅ発生前の19年7月と比べても39%
増。
・ﾒｰｶｰ別では最大手のﾏﾙﾁ・ｽｽﾞｷが前年同月比37%増。2位の韓国・現代自動車も同26%
増、地場大手のﾏﾋﾝﾄﾞﾗ・ｱﾝﾄﾞ・ﾏﾋﾝﾄﾞﾗは91%増。
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＊印ﾓﾊﾞｲﾙ決済　外資と顧客争奪…Paytm,、国内最大の上場へ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾁｹｯﾄ・保険窓口　多機能化急ぐ
ｲﾝﾄﾞのﾓﾊﾞｲﾙ決済大手、Paytm（ﾍﾟｲﾃｪｰｴﾑ）の運営会社が年内にも上場する。現地ﾒﾃﾞｨｱに
よると、ｲﾝﾄﾞで過去最大の新規株式公開（IPO）になる見通しだ。ただﾍﾟｲﾃｨｰｴﾑは米ｸﾞｰｸﾞﾙ
など外資との競争激化も背景に赤字が続く状況だ。決済で得た消費者や商店を囲い込み、
新たなｻｰﾋﾞｽなどで早期に収益化を図れるかがｶｷﾞとなる。
・運営会社のﾜﾝ97ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞは2009年にﾍﾟｲﾃｨｰｴﾑを設立。ｲﾝﾄﾞのﾓﾊﾞｲﾙ決済の草分け
で、ｽﾏﾎにｱﾌﾟﾘをﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞﾞして銀行ｺｰﾄﾞと紐づけし、店頭のQRｺｰﾄﾞで決済できる仕組みを
早くから展開してきた。

＊ﾃﾝｾﾝﾄ、海外出資に活路…中国の規制避け収益源分散
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｹﾞｰﾑ売上高、国外25%
中国ﾈｯﾄ大手、ﾃﾝｾﾝﾄが海外のｹﾞｰﾑ企業などへの出資を増やす。2021年1～6月の国内外
の出資件数は前年同期比で3.5倍増、海外案件が目立つ。中国当局規制がかからない領域
に収益源を分散する狙いだ。政府の方針に歩調を合わせ、次の成長戦略を固められるかが
課題。
・出資件数3.5倍・・調査会社のIT枯子によると、ﾃﾝｾﾝﾄによる国内外の出資件数は21年1～6
月期に約210件、前年比3.5倍、ｹﾞｰﾑ関連が22%を占め、前年から8㌽上昇。

＊中国株価、国策で明暗…EV「販売優遇受け上昇」
　　　　　　　　　　　　　　　　　 不動産「格差縮小策で不振」
中国株の値動きが国策で二分されている。政府が成長を後押しするEVや半導体企業の株
価が上昇する一方、社会への影響力を強めすぎたIT企業などは不振だ。習近平指導部は貧
富の格差縮小を示す「共同富裕」を提唱。その政策の矛先は不動産会社や教育産業に向
かっており、一部企業は存続の危機にさらされている。
・習氏は「住宅は住むためのもので、投機の対象とすべきでない」と言う。

＊百度、自動運転EVに本腰…吉利と提携、8500億円投じ生産
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾛﾎﾞﾀｸｼｰ事業拡大
中国ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ検索最大手の百度（ﾊﾞｲﾄﾞｩ）は18日、未来のｸﾙﾏのあり方を示した自動運転の
ｺﾝｾﾌﾟﾄ車「ﾛﾎﾞｯﾄｶｰ」を発表した。中国自動車大手との共同出資会社で参入するEVの製造・
販売には今後5年間で500億元（約8500億円）を投じる。8年前に開発に着手した自動運転技
術の進歩を訴えた。
・ﾛﾎﾞｯﾄｶｰは2人乗り。ﾊﾝﾄﾞﾙやｱｸｾﾙ、ﾌﾞﾚｰｷなどの運転席がなく、前面には大きなﾊﾟﾈﾙがあ
る。AIが学習することも特徴で、乗客の好みに応じた運転やｻｰﾋﾞｽを提供するとしている。

＊韓国企業、営業益2.1倍…4～6月　電機・化学・鉄鋼けん引
各国取引所が19日に発表した国内上場企業の2021年4～6月期の連結業績集計によると、
営業利益は前年同期の2.1倍の47兆㌆（4兆3900億円）となった。主要業種の電機と化学、鉄
鋼が主なけん引役だった。1～3月期と比べても9%増益で業績拡大が続いている。
・半導体市況の回復のほかに、白物家電の需要増で家電世界大手の業績（ｻﾑｽﾝ電子とLG
電子）が伸びた。原油価格の上昇により化学も大幅増益。「鉄鋼金属」は6.7倍、自動車や造
船を含む「運輸装備」は6.2倍となった。「運輸倉庫」の陸運・海運も4.9倍。もの動きが活発
に。
・7月以降はｺﾛﾅの感染拡大で、国内消費が落ち込むと見る。

＊中国産業ﾛﾎﾞ　増産攻勢…ｴｽﾃﾝなど7社、日欧勢追走
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3割安で「製造強国」狙う
中国の産業用ﾛﾎﾞｯﾄ7社が相次ぎ国内で能力増強に乗り出す。最大手の南京埃斯頓自動化
（ｴｽﾃﾝ）は新工場を建設する。中国市場では外資系に押され、国内のｼｪｱは約30%と政府目
標の50%に届かない。
「製造強国」むけ外資系に比べ約3割安い点を武器に顧客の視野を広げ、ﾌｧﾅｯｸやｽｲｽ・
ABBなど日欧勢を追走する。
・中国は予算の制約などでﾛﾎﾞｯﾄを活用できない中堅企業が多い。中国勢は3割安を商機に
考え、台頭してきている。
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＊中国、車ﾃﾞｰﾀ10月新規制…自動運転開発に影響も
中国政府は20日、10月1日に自動車の走行ﾃﾞｰﾀなどの統制を強化する新規制を施行すると
発表した。9月に施行するﾃﾞｰﾀ安全法などに基づく規則で、走行記録や車載ｶﾒﾗ映像などの
ﾃﾞｰﾀの国外持ち出しを規制する。外資の自動運転技術開発にも影響が出る可能性がある。
・重要ﾃﾞｰﾀとして、交通量や物流など実体経済を反映するﾃﾞｰﾀ、顔認証情報や車載ｶﾒﾗで車
外を撮影した映像や写真、10万人を超える個人情報、ＥＶの充電ｽﾀﾝﾄﾞの運営ﾃﾞｰﾀ、軍や共
産党組織の施設や地理や人の動きに関わるﾃﾞｰﾀなどを挙げた。
・外資系自動車の中国法人幹部は「本来ならば、自動運転技術などの開発を加速する為
に、世界各地で得たﾃﾞｰﾀを有効活用したいが難しい。中国で収集したﾃﾞｰﾀは中国向けで活
用しかない」と打ち明ける。

＊中国、ﾃﾞｰﾀ持ち出し制限…個人情報保護法成立　「統制３法」完成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　外資含め企業規制強化
中国で個人情報保護法が20日成立した。個人ﾃﾞｰﾀの海外への持ち出しを厳しく制限する。
米中対立の先鋭化を受け、中国に差別的な措置を取る外国への対抗措置も盛り込んだ。
ﾃﾞｰﾀ統制の法的枠組みが整い、外資企業も対応を迫られる。
⦿個人情報保護法制の主な特徴
　　中国「ﾎﾟｲﾝﾄ」＝❶国家安全の重要性強調❷中国を差別した国・地域
　　　　　　　　には対抗措置も❸日本企業の本社も適用対象の可能性
　　　　　 「罰則」 ＝最大5千万元or前年の売上高の5%の罰金
　　EU　「ﾎﾟｲﾝﾄ」＝❶企業に個人ﾃﾞｰﾀの厳格な管理を求める❷ﾃﾞｰﾀ
　　　　　　　　保護責任者を設置❸日本企業の本社も適用対象の可能性
　　　　　　「罰則」＝最大で世界全体の年間売上の4% or 2千万ﾕｰﾛ
　
　

＊東南ｱ、車部品の減産拡大…半導体や車載電線、感染増で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ﾄﾖﾀなど調達厳しく「ﾀﾞｲﾊﾂは最大25%減」
東南ｱｼﾞｱでの新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染拡大により、自動車部品ﾒｰｶｰが減産を迫られている。半
導体や車載電線の工場で稼働が制限され、自動車大手への部品供給が出来ていない。ﾀﾞｲ
ﾊﾂ工業は20日、国内4工場で8～9月に最大25%減産すると発表した。ﾄﾖﾀ自動車は9月の世
界生産を4割減らす。ｱｼﾞｱ生産ﾊﾌﾞ拠点の停滞が広範囲に波及してきた。

＊ｺﾛﾅ飲み薬、1000万人分…塩野義、軽症の在宅療法に対応
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国内外で生産体制整備
塩野義製薬の手代木功社長は24日、開発中の新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ治療薬について、2022年3月
までに国内外で1000万人分の生産体制を整える方針を明らかにした。同社の新薬候補は軽
症者などを対象とした飲み薬ﾀｲﾌﾟで、実用化出来れば海外供給にも取り組み、海外製薬会
社が先行する治療薬で安定供給を目指す。

＊東南ｱ　思惑交錯…米ｱﾌｶﾞﾝ撤収
　　　　　　　「対中国　関与強化に期待感」「ｲｽﾗﾑ過激派刺激　懸念」
ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝからの米軍の撤収方針を受け、東南ｱｼﾞｱの各国からは対応に戦力を集中させよ
うとする対中ｼﾌﾄの一環であるだけに、ﾊﾞｲﾃﾞﾝ政権の今後のｱｼﾞｱ政策に期待する向きもあ
る。
・ﾊﾞｲﾃﾞﾝ政権はｱﾌｶﾞﾝ撤収を巡る失態で国内で「弱腰」との批判を浴びているだけに、ｱｼﾞｱで
は関与を深め、中国に対してさらに強い姿勢で臨む可能性がある。
・そうなれば、中国に対応するために米国にｱｼﾞｱへの関与を求めてきた東南ｱｼﾞｱ各国にも
ﾌﾟﾗｽになる。

＊住友商事とﾘｵﾃｨﾝﾄ　ｸﾞﾘｰﾝ水素製造提携…豪で、まず天然ｶﾞｽ代替
住友商事は24日、豪で進めるｸﾞﾘｰﾝ水素製造ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄで、英豪ﾘｵﾃｨﾝﾄと提携したと発表し
た。ﾘｵﾃｨﾝﾄのｱﾙﾐﾅ工場に水素の試験製造ﾌﾟﾗﾝﾄをつくり、工場内での水素活用を目指す。
水素社会の実現に向け、幅広い産業での水素活用や雇用創出につなげる。
・年300㌧程度の水素を製造する予定。まずは、ｱﾙﾐﾅの生成工程で使う天然ｶﾞｽを水素で代
替する。住友商事は都市ｶﾞｽやﾓﾋﾞﾘﾃｨ用途など幅広い分野での水素利用について検証をす
すめる。



2021/8/25 経済

2021/8/25 東南ｱｼﾞｱ

2021/8/26 経済

2021/8/27 経済

2021/8/27 指導部

2021/8/27 経済

＊中国、ﾀﾘﾊﾞﾝ支援に意欲…経済再建、欧米と一線
　　　　　　　　　　　　　　　　　　  過激派流入・ﾃﾛ警戒
中国の習近平指導部はｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝを制圧したｲｽﾗﾑ主義組織ﾀﾘﾊﾞﾝに関与しつつ圧力もかけ
る硬軟両様で臨む。経済再建を支援し、圧力一辺倒に傾く欧米と一線を画す。国境を接する
ｱﾌｶﾞﾝが孤立・混乱し、
中国に過激派が流入して国内でﾃﾛを起こす事態を警戒するからだ。
・「基本的に未開発で『金鉱の上に横たわる貧しい人』と呼ばれる」＝中国商務省は20年の
報告書で、ｱﾌｶﾞﾝに鉄鉱石や石炭、銅など1兆～3兆㌦（110兆～330兆円）の地下資源があ
ると分析。
・ﾊﾟｷｽﾀﾝでは、中国人を狙ったﾃﾛが相次ぐ。現地の武装勢力ﾊﾟｷｽﾀﾝ・ﾀﾘﾊﾞﾝ運動（TTP）や
ﾊﾞﾙﾁｽﾀﾝ解放軍（BLA）が犯行声明出し活動盛ん。

＊ﾊﾟﾌﾟｱ、環境より経済…中国勢の採掘、一転認可
　　　　　　　　　　　　　　　　ｺﾛﾅ禍からの回復急ぐ
ﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｰｷﾞﾆｱ政府はｶﾅﾀﾞのﾊﾞﾘｯｸ・ｺﾞｰﾙﾄﾞと中国の紫光鉱業集団の鉱山大手2社が保有す
るﾎﾟﾙｹﾞﾗ鉱山（金など産出）の採掘阻止を目指してlきたが、4月に正反対の決定をして、法
廷闘争を終えた。背景には新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大による経済減速がある。ﾊﾟﾌﾟｱ当局は
ﾊﾞﾘｯｸと紫金が違法に輸出したと主張したが、両社は否定した。
・金・銀・銅の産出が見込まれるﾌﾘｰﾀﾞ川鉱山は30年以上、年15億㌦（約1650億円）の利益を
生むとみられている。
・20年に同州議会が開発反対を決議。同年7月に20人の国連特別報告者が開発企業あてに
「計画は地域の住民の人権を顧みていないと思われる」という内容の書簡を送った。

＊船員向けﾃﾞｼﾞﾀﾙ決済…比ﾏﾙｺﾍﾟｲ、船上で給与・送金
　　　　　　　　　　　　　　　　　9000億円市場を開拓
ﾌｲﾘﾋﾟﾝで電子決済を手掛けるﾏﾙｺﾍﾟｲが船員向けのﾃﾞｼﾞﾀﾙ経済圏の構築に乗り出す。給与
を電子ﾏﾈｰで支払うほか、銀行などと組んで2021年内に住宅ﾛｰﾝなどの提供を始める。ﾌｲﾘ
ﾋﾟﾝは世界でも最も船員が多く、約9000億円の資金需要があると見込む。長期間、陸地を離
れることで船上に滞留しやすいﾏﾈｰの需要をﾃﾞｼﾞﾀﾙで取り組む。
・乗船期間は半年から1年ほど。自国に帰らない一方で給与は現金支給する商習慣がある
ため、給与支払いの効率化は長年の課題だった。

＊工作機械　中国需要に陰り…7月受注額、直近ﾋﾟｰｸ比2割減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ｽﾏﾎ・PC向け一巡
工作機械の中国需要の伸びに一服感が出てきた。日本工作機械工業会が25日発表した7
月の工作機械受注額によると、中国向けは303億円と直近ﾋﾟｰｸの5月から2割減った。ﾉｰﾄﾊﾟ
ｿｺﾝなどの需要が一巡したためで、ﾂｶﾞﾐやTHKなど関連企業の受注動向にも陰りが出てい
る。

＊米、中国対抗法案を先送り…採決は秋以降　議会調整に時間
⦿米国の対中法案は多岐にわたる
　・半導体の国内誘致や研究開発の補助金に520億㌦
　・AIや量子など研究開発に政府機関の新組織を通じて290億㌦
　・米国技術を盗み出した企業に金融制裁
　・台湾に政府当局者を長期派遣
　・北京冬季五輪に米政府当局者が参加するための予算支出を禁止
　　　（注）上院が可決した法案。変更の可能性
法案の成立時期は日本の戦略にも関わる。日本政府も半導体産業の復活を目指して予算
を積み増している。

＊中国ﾈｯﾄ通販、規制で明暗…京東、ﾋﾟﾝﾄﾞｩｵﾄﾞｩｵ本業好調
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ｱﾘﾊﾞﾊﾞ1強に異変
中国のﾈｯﾄ通販3強の業績が明暗をわけている。2021年4～6月期決算が出そろい、最大手
のｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団はﾈｯﾄ企業に対する当局の規制が直撃し、2ｹﾀの営業減益だった。京東集団
（JDﾄﾞｯﾄｺﾑ）と拼多多（ﾋﾟﾝﾄﾞｩｵﾄﾞｩｵ）はｱﾘﾊﾞﾊﾞの苦戦を尻目に本業は好調を維持している。
政府による厳しい統制がﾈｯﾄ業界の勢力図を変えつつある。
・当局はｱﾘﾊﾞﾊﾞが出店者である取引先に対して「長年、京東などの競合企業と取引しないよ
う圧力をかけていた」と認定した。



2021/8/27 社会

2021/8/28 経済

2021/8/28 経済

2021/8/28 経済

2021/8/29 経済

2021/8/31 経済

＊半導体再興　日米綱引き…ｷｵｸｼｱ・WD統合交渉
　　　　　　　　　　透ける産業保護の思惑「対中は危機感共有」
日米が半導体産業の再興を急ぐなか、ｷｵｸｼｱHDと米ｳｴｽﾀﾝﾃﾞｼﾞﾀﾙ（WD）の統合交渉が続
いている。半導体はﾃﾞｰﾀ社会の要請で、安全保障面から各国が振興策を打ち出す。供給網
を共同歩調で整備し、
巨額の補助金で台頭する中国をけん制したいとの思いは日米政府とも共通するが、自国産
業を守りたいとの思惑が見え隠れする。再編の行方は新時代の経済同盟の試金石となる。

＊新興国の中銀、金買い再び…4～6月、世界で2年ぶり高水準
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾀｲ・ﾌﾞﾗｼﾞﾙなど　通貨波乱に備え
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ禍で中断していた中央銀行の金買いが再び活発になっていた。4～6月は200
㌧の購入（購入から売却を引いたﾈｯﾄ）となり、四半期として2年ぶりの高水準となった。基軸
通過㌦を発行する米国の金融政策が正常化に向かい国境を越えたﾏﾈｰの動きは荒くなりか
ねない。米国の債務やｲﾝﾌﾚへの懸念もくすぶり、通過波乱に備えて新興国がﾄﾞﾙよりも金を
増やしている。

＊韓国百貨店、食・体験軸に…「脱物販」ﾈｯﾄと共存
　　　　　　『新世界』ー「学び」ﾌﾛｱ開設、『ﾛｯﾃ』ー飲食店が100店超
新世界百貨店、ﾛｯﾃ百貨店、現代百貨店の韓国百貨店3社が2021年、そろって大型店を出
店した。各社の新店は5～7年ぶり。いずれも学びや飲食といった物販以外の売場を拡充し、
伸長するﾈｯﾄ通販とのすみわけに動いた。百貨店は構造不況業種と言われて久しい。苦境
下にあえて出した新店の成否は、業界の行方を決める。

＊中国ﾈｯﾄ利用10億人超…普及率7割　当局は規制強化
中国のｲﾝﾀｰﾈｯﾄの利用者が10億人を突破したと発表した。前年比で8%増え、普及率は71.6%
となった。中国はｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団などの民間企業が通販や決済といった多様なﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽを提供
し、利用者の拡大につなげてきた。ただ、近年は統制を強めており、先行きは不透明だ。
・中国のﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽは国民生活に必要不可欠なｲﾝﾌﾗとして存在感を高める。社会的な影響
力が強まった結果、管理強化に乗り出している。

＊中国、3年前から減少…米ｳｲｽｺﾝｼﾝ大研究員　易富賢氏に聞く
　　＝一人っ子政策を取り上げた初版『大国空巣』は中国本土では禁書。
❶中国は5月に第7次国勢調査を公表した。
　「人口増が続いているとしているが、実体に即して公表すれば、前代
　未聞の政治的な激震に直面すると判断したのだろう」
　「私は中国の総人口は2018年から減少し始め、20年は12億8千万人と
　考える。公式は14億１千万人なので、１億３千万人の『水増し』。ｲﾝﾄﾞの
　人口はすでに中国を超えているはずだ」
❷中国共産党は『3人目の出産を認める』との方針を示した。
　「効果はほとんだない。2人目の出産の全面的容認も失敗なのに、
　予想外で滑稽だ」「中国では1人だけが当然になった。出生数は今後も
　減少が続く。出生数が増えないなかで経済成長は高められず、GDPで
　米国を抜くことはありえない。

＊半導体投資、12兆円に拡大…世界10社　今年度3割増
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　安定調達へ政府支援
世界で半導体工場の新設が相次ぐ。米ｲﾝﾃﾙ、台湾積体電路製造（TSMC）など主要10社の
2021年度の設備投資額は前年度比3割増の12兆円に上る見通しだ。需給逼迫に加え、政府
による公的資金の支えもあり規模が膨らんでいる。経済的な戦略基盤として重要性が増す
半導体を自前で確保するため、各国・地域の支援策も過熱している。
⦿半導体の大型投資が相次ぐ
　・中国8件（SMIC深圳に新工場）、・韓国2件（ｻﾑｽﾝ平沢工場拡張）・日本2件（ｷｵｸｼｱ三重
県工場に新棟建設）、・台湾8件（TSMC台湾・新竹に新工場、UMC台南工場の新ﾗｲﾝ）、・米
国6件（ｲﾝﾃｱﾘｿﾞﾅの新工場に200億㌦、TSMCｱﾘｿﾞﾅの新工場に120億㌦）
　



2021/8/31 経済

2021/8/31 東南ｱｼﾞｱ

2021/8/31 経済

2021/8/31 東南ｱｼﾞｱ

2021/8/31 経済

＊接種証明の活用　東南ｱで広がる…ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、外食で導入
東南ｱｼﾞｱで新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝの接種証明を活用して、経済再開にｶｼﾞを切る動きが広
がっている。人口の8割が接種を完了したｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙは接種完了者のみ外食を認め、ｲﾝﾄﾞﾈｼ
ｱでも商業施設に入場する際の条件にしている。ｲﾝﾄﾞ型（ﾃﾞﾙﾀ型）の感染拡大が続く中で、感
染の抑圧と経済正常化の両立を目指す。接種未了者がｸﾞﾙｰﾌﾟの中に一人でもいると店内
飲食は原則求められない。
⦿ﾜｸﾁﾝ接種証明を活用する動きは欧州などでも広がっている。

＊H2O、相乗効果ｶｷﾞに…関西ｽｰﾊﾟｰ買収へ　商品開発など
H2Oは関西地盤の食品ｽｰﾊﾟｰ、関西ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄを買収する方針を固めた。食品ｽｰﾊﾟｰの
強化にはｸﾞﾙｰﾌﾟ各社の融合を進め、いかに相乗効果を発揮できるかがｶｷﾞとなる。14年に買
収したｲｽﾞﾐﾔと阪急ｵｱｼｽの融合も道半ば。今回の統合を機に商品の共同調達や開発など
で連携を広げる。関西ｽｰﾊﾟｰは利益率が低く、てこ入れが必要となっていた。
・ｽｰﾊﾟｰは人口減少に加えて、ﾄﾞﾗｯｸﾞｽﾄｱなど他業態との競争も厳しく、「秋以降は経営環境
が厳しくなる」とみている。

＊東南ｱ、過激派締め付け…ｱﾌｶﾞﾝからの連鎖　警戒
東南ｱｼﾞｱ各国の治安当局が国内のｲｽﾗﾑ過激派への警戒を強めている。ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝでｲｽﾗ
ﾑ主義組織ﾀﾘﾊﾞﾝが復帰したほか、対立する過激派組織「ｲｽﾗﾑ国」（IS）系の勢力が首都ｶ
ﾌﾞｰﾙで自爆ﾃﾛを起こした。同調するｸﾞﾙｰﾌﾟが活動を活発化する懸念がある。
⦿東南ｱｼﾞｱでの主なｲｽﾗﾑ過激派組織の動き
　ﾌｨﾘﾋﾟﾝ＝ﾐﾝﾀﾞﾅｵ島でｱﾌﾞｻﾔﾌなどによるテロ続発。掃討作戦で千人死
　ﾏﾚｰｼｱ＝16年6月、首都郊外でIS関係者の爆弾ﾃﾛ事件
　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ＝02年10月、ｼﾞｪﾏ・ｲｽﾗﾐｱのﾊﾞﾘ島爆弾ﾃﾛで200人以上犠牲
　　　　　　　　16年1月、ｼﾞｬｶﾙﾀでIS系組織が爆弾ﾃﾛ

＊ｾﾝｽﾀｲﾑ　自動運転に軸足…中国の画像認識大手「香港へ上場か」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 車2千万台に供給めざす
画像認識ｼｽﾃﾑの中国最大手、商湯集団（ｾﾝｽﾀｲﾑ）が自動運転ｼｽﾃﾑ事業に成長の軸足を
移す。このほど香港取引所に上場を申請した。中国政府によるﾃﾞｰﾀ規制など不透明要因も
残るが、調達資金でAIなどの開発能力を高め、数年以内に中国市場を中心に累計2千台以
上に供給する計画だ。
・17年から自動運転で共同実験をしているﾎﾝﾀﾞは「動く物を認識する技術力が高い」（広報担
当者）と評価する。

＊ﾌｧｰｳｪｲ製　中国部品が倍増…ｽﾏﾎ分解・制裁で国内調達6割
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中核半導体　米国産在庫頼み
中国のﾌｧｰｳｪｲのｽﾏﾎで同国製部品の採用が急増している。高速通信規格「5G」対応の最
新ｽﾏﾎを分解したところ、中国製の比率が金額ﾍﾞｰｽで約6割と旧ﾓﾃﾞﾙから倍増した。米国の
制裁が続く中、複数の部品を国産に切り替えた。中核の半導体の一部はなお米国製の在庫
に頼る。
⦿主な採用部品や増減の要因
中国➚ﾒｲﾝや通信用半導体、BOEの有機EL採用で増加。米国➚ｸｱﾙｺﾑなどの通信用の半
導体が多数採用。日本➘ｶﾒﾗや通信部品で多数採用も記憶装置失う。韓国➘記憶装置がｻ
ｸｽﾝ電子採用もﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｰ失う。欧州➘ST㍃の電源制御半導体。台湾➘無線充電用のｱﾝﾃﾅ


